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法令の構成

国会・・・・・法律・・・原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号）



放射性同位元素等の規制に関する法律(S.32.6.10)　


核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律(S.32.6.10)　
内閣府・・・・政令・・・同施行令



核燃料物質、核原料物質、原子炉及び放射線の定義に関する政令.　　
原子力規制委員会・・・・規則・・・同施行規則(省令)　
厚生労働省・・・・電離放射線障害防止規則　
原子力規制委員会・・・・告示・・・***を定める告示　
放射線対策・保障措置課・・・・　　　　　　　通知
原子力基本法(http://elaws.egov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=330AC1000000186#8)

第一章　総則

(目的)　
第一条　この法律は、原子力の研究、開発及び利用（以下「原子力利用」という。）を推進することによつて、将来におけるエネルギー資源を確保し、学術の進歩と産業の振興とを図り、もつて人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに寄与することを目的とする。　
(基本方針)　
第二条　原子力利用は、平和の目的に限り、安全の確保を旨として、民主的な運営の下に、自主的にこれを行うものとし、その成果を公開し、進んで国際協力に資するものとする。

２　前項の安全の確保については、確立された国際的な基準を踏まえ、国民の生命、健康及び財産の保護、環境の保全並びに我が国の安全保障に資することを目的として、行うものとする。

(定義）

第三条　この法律において次に掲げる用語は、次の定義に従うものとする。

一　「原子力」とは、原子核変換の過程において原子核から放出されるすべての種類のエネルギーをいう。

二　「核燃料物質」とは、ウラン、トリウム等原子核分裂の過程において高エネルギーを放出する物質であつて、政令で定めるものをいう。

三　「核原料物質」とは、ウラン鉱、トリウム鉱その他核燃料物質の原料となる物質であつて、政令で定めるものをいう。

四　「原子炉」とは、核燃料物質を燃料として使用する装置をいう。ただし、政令で定めるものを除く。

五　「放射線」とは、電磁波又は粒子線のうち、直接又は間接に空気を電離する能力をもつもので、政令で定めるものをいう。

電磁波又は粒子線のうち、直接又は関接に空気を電離する能力をもつもので、政令で定めるもの。　
(1) α線、重陽子線、陽子線、その他の重荷電粒子線及びβ線　
(2) 中性子線　
(3) 　γ線及び特性X線(軌道電子捕獲に伴って発生する特牲X線に限る。)　
(4) 　1　MeV　以上のエネルギーを有する電子線及びX線

第一章の二　原子力規制委員会

第三条の二　原子力利用における安全の確保を図るため、別に法律で定めるところにより、環境省の外局として、原子力規制委員会を置く。

第五章　核燃料物質の管理

第六章　原子炉の管理

第八章　放射線による障害の防止


（放射線による障害の防止措置）

第二十条　放射線による障害を防止し、公共の安全を確保するため、放射性物質及び放射線発生装置に係る製造、販売、使用、測定等に対する規制その他保安及び保健上の措置に関しては、別に法律で定める。
放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和三十二年法律第百六十七号）

最終更新：　令和元年六月十四日公布（令和元年法律第三十七号）　(RI規制法)
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=332AC0000000167_20190901_429AC0000000015
第一章　総則

（目的）

第一条　この法律は、原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号）の精神にのつとり、放射性同位元素の使用、販売、賃貸、廃棄その他の取扱い、放射線発生装置の使用及び放射性同位元素又は放射線発生装置から発生した放射線によつて汚染された物（以下「放射性汚染物」という。）の廃棄その他の取扱いを規制することにより、これらによる放射線障害を防止し、及び特定放射性同位元素を防護して、公共の安全を確保することを目的とする。

（定義）

第二条　この法律において「放射線」とは、原子力基本法第三条第五号に規定する放射線をいう。

２　この法律において「放射性同位元素」とは、りん三十二、コバルト六十等放射線を放出する同位元素及びその化合物並びにこれらの含有物（機器に装備されているこれらのものを含む。）で政令で定めるものをいう。

３　この法律において「放射性同位元素装備機器」とは、硫黄計その他の放射性同位元素を装備している機器をいう。

４　この法律において「放射線発生装置」とは、サイクロトロン、シンクロトロン等荷電粒子を加速することにより放射線を発生させる装置で政令で定めるものをいう。

第二章　使用の許可及び届出、販売及び賃貸の業の届出並びに廃棄の業の許可

（使用の許可）

第三条　放射性同位元素であつてその種類若しくは密封の有無に応じて政令で定める数量を超えるもの又は放射線発生装置の使用（製造（放射性同位元素を製造する場合に限る。）、詰替え（放射性同位元素の詰替えをする場合に限り、廃棄のための詰替えを除く。）及び装備（放射性同位元素装備機器に放射性同位元素を装備する場合に限る。）を含む。以下同じ。）をしようとする者は、政令で定めるところにより、原子力規制委員会の許可を受けなければならない。ただし、第十二条の五第二項に規定する表示付認証機器（以下この項、次条及び第三条の三において「表示付認証機器」という。）の使用をする者（当該表示付認証機器に係る第十二条の六に規定する認証条件（次条において「認証条件」という。）に従つた使用、保管及び運搬をするものに限る。）及び第十二条の五第三項に規定する表示付特定認証機器（次条及び第四条において「表示付特定認証機器」という。）の使用をする者については、この限りでない。

（使用の届出）

第三条の二　前条第一項の放射性同位元素以外の放射性同位元素の使用をしようとする者は、政令で定めるところにより、あらかじめ、次の事項を原子力規制委員会に届け出なければならない。ただし、表示付認証機器の使用をする者（当該表示付認証機器に係る認証条件に従つた使用、保管及び運搬をするものに限る。）及び表示付特定認証機器の使用をする者については、この限りでない。

２　前項本文の届出をした者（以下「届出使用者」という。）は、同項第二号から第五号までに掲げる事項を変更しようとするときは、原子力規制委員会規則で定めるところにより、あらかじめ、その旨を原子力規制委員会に届け出なければならない。

３　届出使用者は、第一項第一号に掲げる事項を変更したときは、原子力規制委員会規則で定めるところにより、変更の日から三十日以内に、その旨を原子力規制委員会に届け出なければならない。

放射性同位元素等の規制に関する法律施行令（昭和三十五年政令第二百五十九号）

施行日：　令和元年十二月十六日
最終更新：　令和元年十二月十三日公布（令和元年政令第百八十三号）改正
https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=335CO0000000259#10
第一章　放射性同位元素等の定義

（放射性同位元素）

第一条　放射性同位元素等の規制に関する法律（第二十条の三第二号及び第二十条の四第一号を除き、以下「法」という。）第二条第二項の放射性同位元素は、放射線を放出する同位元素及びその化合物並びにこれらの含有物（機器に装備されているこれらのものを含む。）で、放射線を放出する同位元素の数量及び濃度がその種類ごとに原子力規制委員会が定める数量（以下「下限数量」という。）及び濃度を超えるものとする。ただし、次に掲げるものを除く。


(告示)　放射線を放出する同位元素の数量等　

数量:(1)　一種類のもの　

二種類以上の場合:規制値に対する割合の和が1以上となる数量

一　原子力基本法（昭和三十年法律第百八十六号）第三条第二号に規定する核燃料物質及び同条第三号に規定する核原料物質

二　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）第二条第一項に規定する医薬品及びその原料又は材料であつて同法第十三条第一項の許可を受けた製造所に存するもの

三　医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第一条の五第一項に規定する病院又は同条第二項に規定する診療所（次号において「病院等」という。）において行われる医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律第二条第十七項に規定する治験の対象とされる薬物

（放射線発生装置）

第二条　法第二条第四項に規定する政令で定める放射線発生装置は、次に掲げる装置（その表面から十センチメートル離れた位置における最大線量当量率が原子力規制委員会が定める線量当量率以下であるものを除く。）とする。

一　サイクロトロン

二　シンクロトロン

三　シンクロサイクロトロン

四　直線加速装置

五　ベータトロン

六　ファン・デ・グラーフ型加速装置

七　コッククロフト・ワルトン型加速装置

八　その他荷電粒子を加速することにより放射線を発生させる装置で、放射線障害の防止のため必要と認めて原子力規制委員会が指定するもの


1　変圧器型加速装置　

2　マイクロトロン　

3　プラズマ発生装置(重水素とトリチウムとの核反応における臨界プラズマ条件　を達成する能力を持つ装置であって、専ら重水素と重水素との核反応を行うものに限る。)
放射性同位元素等の規制に関する法律施行規則（昭和三十五年総理府令第五十六号）

施行日：　令和元年九月一日
最終更新：　令和二年三月十八日公布（令和二年原子力規制委員会規則第十三号）改正

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=335M50000002056

第一章　定義

（用語の定義）

第一条　この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

一　管理区域　外部放射線に係る線量が原子力規制委員会が定める線量を超え、空気中の放射性同位元素（放射線発生装置から発生した放射線により生じた放射線を放出する同位元素を含む。）の濃度が原子力規制委員会が定める濃度を超え、又は放射性同位元素によつて汚染される物の表面の放射性同位元素の密度が原子力規制委員会が定める密度を超えるおそれのある場所

(1) 外部放射線に係る線量:実効線量で　1.3　mSv/3　月、

(2) 空気中の　RIの3　月間についての平均濃度が空気中濃度限度の　10　分の1、　
(3) RI　によって汚染された物の　RI　の表面密度が表面密度限度の　10　分の1、　
　　を超えるおそれのある場所　(1)、(2)、(3)が複合する場合は、それぞれの割合の和が1を超えるおそれのある場所　
二　作業室　密封されていない放射性同位元素の使用若しくは詰替えをし、又は放射性同位元素若しくは放射線発生装置から発生した放射線により生じた放射線を放出する同位元素によつて汚染された物（以下「放射性汚染物」という。）で密封されていないものの詰替えをする室

四　汚染検査室　人体又は作業衣、履物、保護具等人体に着用している物の表面の放射性同位元素による汚染の検査を行う室

五　排気設備　排気浄化装置、排風機、排気管、排気口等気体状の放射性同位元素等を浄化し、又は排気する設備


・排気中又は排水中における3月間の平均濃度限度を定めたもの(核種別に告示別表に与えられている。)　
六　排水設備　排液処理装置（濃縮機、分離機、イオン交換装置等の機械又は装置をいう。）、排水浄化槽（貯留槽、希釈槽、沈殿槽、ろ過槽等の構築物をいう。）、排水管、排水口等液体状の放射性同位元素等を浄化し、又は排水する設備

八　放射線業務従事者　放射性同位元素等又は放射線発生装置の取扱い、管理又はこれに付随する業務（以下「取扱等業務」という。）に従事する者であつて、管理区域に立ち入るもの


(一時的立入者:見学者、掃除に従事する人、機器の修理等のため一時的に管理区域に立入る　者)　
九　放射線施設　使用施設、廃棄物詰替施設、貯蔵施設、廃棄物貯蔵施設又は廃棄施設

十　実効線量限度　放射線業務従事者の実効線量について、原子力規制委員会が定める一定期間内における線量限度


1　100　mSv/5　年(平成13年4月1日以降5年ごとに区分した各期間)　

2　50　mSv/年(4　月1　日を始期とする1年間)　

3　5　mSv/3　月(4月1日、7月1日、10月1日、1月1日を始期とする各3月間)　

女子(妊娠不能と診断された者、妊娠の意思のない旨を使用者等に書面で申出た者及び妊娠中の者を除く)　

4　1　mSv　妊娠中である女子、本人の申出で等により使用者等が妊娠の事実を知ったときから出産までの間の内部被ばく

十一　等価線量限度　放射線業務従事者の各組織の等価線量について、原子力規制委員会が定める一定期間内における線量限度


1　眼の水晶体　150　mSv/年(4　月1　日を始期とする1年間)　

2　皮膚　500　mSv/年(4　月1　日を始期とする1年間)　

3　妊娠中の女子の腹部表面　2　mSv　(十4に規定する期間)


・緊急被ばく　(電離放射線障害防止規則第七条)


実効線量　100　mSv　

眼の水晶体の等価線量　300　mSv　

皮膚の等価線量　1　Sv　

(放射線業務従事者。女子(妊娠不能と診断された者を除く)を除く)

十二　空気中濃度限度　放射線施設内の人が常時立ち入る場所において人が呼吸する空気中の放射性同位元素の濃度について、原子力規制委員会が定める濃度限度


(3　月間についての核種別平均濃度限度が告示別表に与えられている。)　

飛散率(空気中に移行する率)



気体、ヨード　
液体、固体　
フード内　
10%　


0.1%　
その他　

100%　


1%　　
十三　表面密度限度　放射線施設内の人が常時立ち入る場所において人が触れる物の表面の放射性同位元素の密度について、原子力規制委員会が定める密度限度


(α線を放出する　RI:　4　Bq/cm2、α線を放出しない　RI:　40　Bq/cm2)　
十五　防護区域　放射性同位元素の使用をする室等を含む特定放射性同位元素を防護するために講ずる措置の対象となる場所

十六　防護従事者　特定放射性同位元素の防護に関する業務に従事する者（特定放射性同位元素防護管理者を含む。）
（法第五条第二項第一号の原子力規制委員会規則で定める者）

第八条　法第五条第二項第一号の原子力規制委員会規則で定める者は、精神の機能の障害により、放射線障害の防止のために必要な措置を適切に講ずるに当たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。


18　歳未満の者又は精神障害者:　RI　又はその汚染物の取扱いの禁止　放射線発生装置の使用の禁止　
第二章の二　放射性同位元素装備機器の設計認証等の申請等

（放射性同位元素装備機器の設計認証等の申請）

第十四条の二　法第十二条の二第三項の認証の申請書は、別記様式第十四によるものとする。

（認証の基準）

第十四条の三　放射性同位元素装備機器の放射線障害防止のための機能を有する部分の設計（当該設計に合致することの確認の方法を含む。）に係る法第十二条の三第一項の原子力規制委員会規則で定める技術上の基準は、次のとおりとする。

２　放射性同位元素装備機器の使用、保管及び運搬に関する条件に係る法第十二条の三第一項の原子力規制委員会規則で定める技術上の基準は、次のとおりとする。

二　当該放射性同位元素装備機器の放射線障害防止のための機能を有する部分の分解又は組立てを行わないこと。


1　RIを装備機器から取出さないこと　

2　温度その他の使用条件を守ること　

3　放射線障害防止機構を損う改造を行わないこと　
第二章の三　使用施設等の基準

（使用施設の基準）

第十四条の七　法第六条第一号の規定による使用施設の位置、構造及び設備の技術上の基準は、次のとおりとする。　
一　使用施設は、地崩れ及び浸水のおそれの少ない場所に設けること。

二　使用施設は、当該施設が建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第一号に規定する建築物又は同条第四号に規定する居室である場合には、その主要構造部等（同条第五号に規定する主要構造部並びに当該施設を区画する壁及び柱をいう。以下同じ。）を耐火構造（同条第七号に規定する耐火構造をいう。以下同じ。）とし、又は不燃材料（同条第九号に規定する不燃材料をいう。以下同じ。）で造ること。

三　使用施設には、次の線量をそのそれぞれについて原子力規制委員会が定める線量限度以下とするために必要な遮蔽壁その他の遮蔽物を設けること。

イ　使用施設内の人が常時立ち入る場所において人が被ばくするおそれのある線量

ロ　工場又は事業所の境界（工場又は事業所の境界に隣接する区域に人がみだりに立ち入らないような措置を講じた場合には、工場又は事業所及び当該区域から成る区域の境界）及び工場又は事業所内の人が居住する区域における線量


使用施設等に立入る者及び施設周辺に居住する者等に対する放射線防護のための実効線量限度値　

1　放射線業務従事者:　1　mSv/週　

2　事業所境界、事業所内の人が居住する区域:　250　μSv/3　月　

3　病院又は診療所の病室:　1.3　mSv/3　月　
四　密封されていない放射性同位元素の使用をする場合には、次に定めるところにより、作業室を設けること。

イ　作業室の内部の壁、床その他放射性同位元素によつて汚染されるおそれのある部分は、突起物、くぼみ及び仕上材の目地等のすきまの少ない構造とすること。

ロ　作業室の内部の壁、床その他放射性同位元素によつて汚染されるおそれのある部分の表面は、平滑であり、気体又は液体が浸透しにくく、かつ、腐食しにくい材料で仕上げること。

ハ　作業室に設けるフード、グローブボックス等の気体状の放射性同位元素又は放射性同位元素によつて汚染された物の広がりを防止する装置は、排気設備に連結すること。

五　密封されていない放射性同位元素の使用をする場合には、次に定めるところにより、汚染検査室を設けること。

六　原子力規制委員会が定める数量以上の密封された放射性同位元素又は放射線発生装置の使用をする室の出入口で人が通常出入りするものには、放射性同位元素又は放射線発生装置の使用をする場合にその旨を自動的に表示する装置を設けること。


　400　GBq　を超える密封線源又は放射線発生装置を使用する室

七　原子力規制委員会が定める数量以上の密封された放射性同位元素又は放射線発生装置の使用をする室の出入口で人が通常出入りするものには、放射性同位元素又は放射線発生装置の使用をする場合にその室に人がみだりに入ることを防止するインターロックを設けること。


100　TBq　以上の密封線源又は放射線発生装置を使用する室の出入口　
七の二　放射線発生装置から発生した放射線により生じた放射線を放出する同位元素によつて汚染された物（以下「放射化物」という。）であつて放射線発生装置を構成する機器又は遮蔽体として用いるものを保管する場合には、次に定めるところにより、放射化物保管設備を設けること。

八　管理区域の境界には、柵その他の人がみだりに立ち入らないようにするための施設を設けること。

九　放射性同位元素又は放射線発生装置の使用をする室、汚染検査室、放射化物保管設備、第七号の二ハに規定する容器及び管理区域の境界に設ける柵その他の人がみだりに立ち入らないようにするための施設には、別表第一に定めるところにより、標識を付すること。

（貯蔵施設の基準）

第十四条の九　法第六条第二号及び法第十三条第二項の規定による貯蔵施設の位置、構造及び設備の技術上の基準は、次のとおりとする。

一　貯蔵施設は、地崩れ及び浸水のおそれの少ない場所に設けること。

二　貯蔵施設には、次に定めるところにより、貯蔵室又は貯蔵箱を設けること。ただし、密封された放射性同位元素を耐火性の構造の容器に入れて保管する場合には、この限りでない。

イ　貯蔵室は、その主要構造部等を耐火構造とし、その開口部には、建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）第百十二条第一項に規定する特定防火設備に該当する防火戸を設けること。

ロ　貯蔵箱は、耐火性の構造とすること。

三　貯蔵施設には、第十四条の七第一項第三号の基準に適合する遮蔽壁その他の遮蔽物を設けること。

四　貯蔵施設には、次に定めるところにより、放射性同位元素を入れる容器を備えること。

イ　容器の外における空気を汚染するおそれのある放射性同位元素を入れる容器は、気密な構造とすること。

ロ　液体状の放射性同位元素を入れる容器は、液体がこぼれにくい構造とし、かつ、液体が浸透しにくい材料を用いること。

ハ　液体状又は固体状の放射性同位元素を入れる容器で、亀裂、破損等の事故の生ずるおそれのあるものには、受皿、吸収材その他放射性同位元素による汚染の広がりを防止するための施設又は器具を設けること。

五　貯蔵施設の扉、蓋等外部に通ずる部分には、鍵その他の閉鎖のための設備又は器具を設けること。


閉鎖のための設備、器具:室の扉、ふた等には鍵その他

六　管理区域の境界には、柵その他の人がみだりに立ち入らないようにするための施設を設けること。

七　貯蔵室又は貯蔵箱、第四号に規定する容器及び管理区域の境界に設ける柵その他の人がみだりに立ち入らないようにするための施設には、別表第一に定めるところにより、標識を付すること。

（廃棄施設の基準）

第十四条の十一　法第六条第三号及び法第七条第三号の規定による廃棄施設の位置、構造及び設備の技術上の基準（廃棄物埋設地に係るものを除く。）は、次のとおりとする。

四　密封されていない放射性同位元素等の使用若しくは詰替えをする場合又は放射線発生装置を使用する場合（当該放射線発生装置の使用をする室において空気中の当該放射線発生装置から発生した放射線により生じた放射線を放出する同位元素の濃度が原子力規制委員会が定める濃度限度を超えるおそれがある場合に限る。）には、次に定めるところにより、排気設備を設けること。ただし、排気設備を設けることが、著しく使用の目的を妨げ、若しくは作業の性質上困難である場合において、気体状の放射性同位元素を発生し、又は放射性同位元素によつて空気を汚染するおそれのないときには、この限りでない。

五　液体状の放射性同位元素等を浄化し、又は排水する場合には、次に定めるところにより、排水設備を設けること。

六　放射性同位元素等を焼却する場合には、次に定めるところにより、焼却炉を設けるほか、第四号の基準に適合する排気設備、第十四条の七第一項第四号（第十四条の八において準用する場合を含む。次号において同じ。）の基準に適合する廃棄作業室及び第十四条の七第一項第五号（第十四条の八において準用する場合を含む。次号において同じ。）の基準に適合する汚染検査室を設けること。


　焼却炉等:有機廃液焼却炉

八　放射性同位元素等を保管廃棄する場合（第十九条第一項第十三号ニの規定により保管廃棄する場合を除く。）には、次に定めるところにより、保管廃棄設備を設けること。

第二章の四　施設検査等

（施設検査を要しない軽微な変更）

第十四条の十三　法第十二条の八第一項の原子力規制委員会規則で定める軽微な変更は、次の変更以外の変更とする。

（施設検査の申請）

第十四条の十四　法第十二条の八第一項の規定により施設検査（登録検査機関が行うものを除く。）を受けようとする者は、別記様式第十五の申請書に次の書類を添えて、これを原子力規制委員会に提出しなければならない。

（定期検査の申請）

第十四条の十七　法第十二条の九第一項の規定により定期検査（登録検査機関が行うものを除く。）を受けようとする者は、別記様式第十六の申請書に次の書類を添えて、これを原子力規制委員会に提出しなければならない。

（定期確認の申請）

第十四条の二十　法第十二条の十の規定により定期確認（登録定期確認機関が行うものを除く。）を受けようとする者は、別記様式第十七の申請書に次の各号に掲げる書類を添えて、これを原子力規制委員会に提出しなければならない。

(1)　施設検査:使用施設を設置したとき

(2)　定期検査及び定期確認(特定許可使用者)　


RI　の貯蔵数量や密封、非密封、発生装置の状態に応じて　3　年以内または　5　年以内。　
第三章　使用の基準等

（使用の基準）

第十五条　法第十五条第一項の原子力規制委員会規則で定める技術上の基準（第三項に係るものを除く。）は、次のとおりとする。

一　放射性同位元素又は放射線発生装置の使用は、使用施設において行うこと。ただし、届出使用者が密封された放射性同位元素の使用をする場合又は法第十条第六項若しくは第十四条の七第二項に規定する場合には、この限りでない。

一の二　密封されていない放射性同位元素の使用は、作業室において行うこと。

二　密封された放射性同位元素の使用をする場合には、その放射性同位元素を常に次に適合する状態において使用をすること。

イ　正常な使用状態においては、開封又は破壊されるおそれのないこと。

ロ　密封された放射性同位元素が漏えい、浸透等により散逸して汚染するおそれのないこと。


◎法律上の「密封された放射性同位元素」とは、放射性同位元素がカプセル中に封入されているもの又は金属などの表面に電着されたもので、正常な使用状態では収納された容器から散逸せず、また周囲を汚染させることのない物である。しかし、その具体的な条件は法律には示されておらずJIS　にその規格が示されている。(JISZ4821)　実際上は、(社)日本アイソトープ協会等から密封線源として購入するものが該当することとなる。ここで注意しなければならないのは、自己作成したものでは密封線源とは認められないことである。　
三　放射線業務従事者の線量は、次の措置のいずれかを講ずることにより、実効線量限度及び等価線量限度を超えないようにすること。

イ　遮蔽壁その他の遮蔽物を用いることにより放射線の遮蔽を行うこと。

ロ　遠隔操作装置、かん子等を用いることにより放射性同位元素又は放射線発生装置と人体との間に適当な距離を設けること。

ハ　人体が放射線に被ばくする時間を短くすること。

三の二　第十四条の七第一項第七号に規定するインターロックを設けた室内で放射性同位元素又は放射線発生装置の使用をする場合には、搬入口、非常口等人が通常出入りしない出入口の扉を外部から開閉できないようにするための措置及び室内に閉じ込められた者が速やかに脱出できるようにするための措置を講ずること。

四　作業室内の人が常時立ち入る場所又は放射線発生装置の使用をする室における人が呼吸する空気中の放射性同位元素の濃度は、放射性同位元素によつて汚染された空気を浄化し、又は排気することにより、空気中濃度限度を超えないようにすること。

五　作業室での飲食及び喫煙を禁止すること。

六　作業室又は汚染検査室内の人が触れる物の表面の放射性同位元素の密度は、その表面の放射性同位元素による汚染を除去し、又はその触れる物を廃棄することにより、表面密度限度を超えないようにすること。

七　作業室においては、作業衣、保護具等を着用して作業し、これらを着用してみだりに作業室から退出しないこと。

八　作業室から退出するときは、人体及び作業衣、履物、保護具等人体に着用している物の表面の放射性同位元素による汚染を検査し、かつ、その汚染を除去すること。

九　放射性同位元素によつて汚染された物で、その表面の放射性同位元素の密度が表面密度限度を超えているものは、みだりに作業室から持ち出さないこと。

十　放射性汚染物で、その表面の放射性同位元素の密度が原子力規制委員会が定める密度を超えているものは、みだりに管理区域から持ち出さないこと。


　表面密度限度の10　分の1　を超える汚染物は、管理区域からみだりに持出さないこと

十一　使用施設又は管理区域の目につきやすい場所に、放射線障害の防止に必要な注意事項を掲示すること。

十二　管理区域には、人がみだりに立ち入らないような措置を講じ、放射線業務従事者以外の者が立ち入るときは、放射線業務従事者の指示に従わせること。

十三　届出使用者が放射性同位元素の使用をする場合及び許可使用者が法第十条第六項の規定により、使用の場所の変更について原子力規制委員会に届け出て、放射性同位元素又は放射線発生装置の使用をする場合における管理区域には、別表第一に定めるところにより、標識を付けること。

十四　密封された放射性同位元素を移動させて使用をする場合には、使用後直ちに、その放射性同位元素について紛失、漏えい等異常の有無を放射線測定器により点検し、異常が判明したときは、探査その他放射線障害を防止するために必要な措置を講ずること。

（保管の基準）

第十七条　許可届出使用者に係る法第十六条第一項の原子力規制委員会規則で定める技術上の基準については、次に定めるところによるほか、第十五条第一項第三号の規定を準用する。この場合において、同号ロ中「放射線発生装置」とあるのは「放射化物」と読み替えるものとする。

一　放射性同位元素の保管は、容器に入れ、かつ、貯蔵室又は貯蔵箱（密封された放射性同位元素を耐火性の構造の容器に入れて保管する場合にあつては貯蔵施設（法第十条第六項の規定により、使用の場所の変更について原子力規制委員会に届け出て、密封された放射性同位元素の使用をしている場合にあつては、当該使用の場所を含む。））において行うこと。

二　貯蔵施設には、その貯蔵能力を超えて放射性同位元素を貯蔵しないこと。

（事業所等における運搬の基準）

第十八条　法第十七条第一項の原子力規制委員会規則で定める技術上の基準は、次のとおりとする。

一　放射性同位元素等を運搬する場合は、これを容器に封入すること。ただし、次に掲げる場合には、この限りでない。

イ　放射性汚染物（当該物に含まれる放射性同位元素の濃度が原子力規制委員会の定める濃度を超えないものに限る。）であつて放射性同位元素の飛散又は漏えいの防止その他の原子力規制委員会の定める放射線障害の防止のための措置を講じたものを運搬する場合

ロ　放射性汚染物であつて大型機械等容器に封入して運搬することが著しく困難なものを原子力規制委員会の承認を受けた放射線障害防止のための措置を講じて運搬する場合

二　前号の容器は、次に掲げる基準に適合するものであること。

イ　外接する直方体の各辺が十センチメートル以上であること。

ロ　容易に、かつ、安全に取り扱うことができること。

ハ　運搬中に予想される温度及び内圧の変化、振動等により、亀裂、破損等の生ずるおそれがないこと。
３　第一項第一号から第三号まで及び第六号から第九号までの規定は、管理区域内において行う運搬については、適用しない。

４　第一項の規定は、放射性同位元素等を使用施設、廃棄物詰替施設、貯蔵施設、廃棄物貯蔵施設又は廃棄施設内で運搬する場合その他運搬する時間が極めて短く、かつ、放射線障害のおそれのない場合には、適用しない。

（車両運搬により運搬する物に係る技術上の基準）

第十八条の二　法第十八条第一項の原子力規制委員会規則で定める技術上の基準（車両運搬（事業所等の外における鉄道、軌道、索道、無軌条電車、自動車又は軽車両による運搬をいう。以下同じ。）により運搬する物に係るものに限る。）は、次条から第十八条の十二までに定めるところによる。


海上輸送(船舶安全法)、航空輸送(航空法)　
（放射性輸送物としての放射性同位元素等の運搬）

第十八条の三　放射性同位元素等（危険物船舶運送及び貯蔵規則（昭和三十二年運輸省令第三十号）第二条第一号ト（１）に該当しないもの（原子力規制委員会の定めるものを除く。）を除く。以下第十八条の十三までにおいて同じ。）は、次に掲げる放射性同位元素等の区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる種類の放射性輸送物（放射性同位元素等が容器に収納され、又は包装されているものをいう。以下同じ。）として運搬しなければならない。

一　危険性が極めて少ない放射性同位元素等として原子力規制委員会の定めるもの　Ｌ型輸送物

二　原子力規制委員会の定める量を超えない量の放射能を有する放射性同位元素等（前号に掲げるものを除く。）　Ａ型輸送物

三　前号の原子力規制委員会の定める量を超える量の放射能を有する放射性同位元素等（第一号に掲げるものを除く。）　ＢＭ型輸送物又はＢＵ型輸送物

（Ｌ型輸送物に係る技術上の基準）

第十八条の四　Ｌ型輸送物に係る技術上の基準は、次の各号に掲げるとおりとする。

一　容易に、かつ、安全に取り扱うことができること。

二　運搬中に予想される温度及び内圧の変化、振動等により、亀裂、破損等の生じるおそれがないこと。

三　表面に不要な突起物がなく、かつ、表面の汚染の除去が容易であること。

四　材料相互の間及び材料と収納され、又は包装される放射性同位元素等との間で危険な物理的作用又は化学反応の生じるおそれがないこと。

五　弁が誤つて操作されないような措置が講じられていること。

六　開封されたときに見やすい位置（当該位置に表示を有することが困難である場合は、放射性輸送物の表面）に「放射性」又は「ＲＡＤＩＯＡＣＴＩＶＥ」の表示を有していること。ただし、原子力規制委員会の定める場合は、この限りでない。

七　表面における一センチメートル線量当量率の最大値が五マイクロシーベルト毎時を超えないこと。

八　表面の放射性同位元素の密度が原子力規制委員会の定める密度（以下「輸送物表面密度」という。）を超えないこと。


α線放出　RI　のときには　0.04　Bq/cm2、α線を放出しない　RI　のときには　0.4　Bq/cm2　以下であること　
（廃棄の基準）

第十九条　許可使用者及び許可廃棄業者に係る法第十九条第一項の原子力規制委員会規則で定める技術上の基準（第三項に係るものを除く。）については、次に定めるところによるほか、第十五条第一項第三号、第四号から第十号まで、第十一号及び第十二号の規定を準用する。この場合において、同項第三号ロ中「放射性同位元素又は放射線発生装置」とあるのは「放射性同位元素等」と、同項第四号中「作業室内の人が常時立ち入る場所又は放射線発生装置の使用をする室」とあるのは「廃棄作業室内の人が常時立ち入る場所」と、同項第五号から第八号までの規定中「作業室」とあるのは「廃棄作業室」と、同項第九号中「放射性同位元素によつて汚染された物」とあるのは「放射性汚染物」と、「作業室」とあるのは「廃棄作業室」と、同項第十一号中「使用施設又は管理区域」とあるのは「廃棄施設」と読み替えるものとする。

一　気体状の放射性同位元素等は、排気設備において、浄化し、又は排気することにより廃棄すること。


排気設備の排気口における汚染空気の　RI　の　3　ヵ月　間の平均濃度を、排気中の濃度限度以下とする。　
四　液体状の放射性同位元素等は、次に掲げるいずれかの方法により廃棄すること。

イ　排水設備において、浄化し、又は排水すること。


排水設備の排水口における汚染水中の　RI　の　3　ヵ月間　の平均濃度を排水中濃度限度以下とする。

ロ　容器に封入し、又は固型化処理設備においてコンクリートその他の固型化材料により容器に固型化して保管廃棄設備において保管廃棄すること。

ハ　焼却炉において焼却すること。

ニ　固型化処理設備においてコンクリートその他の固型化材料により固型化すること。

十三　固体状の放射性同位元素等は、次に掲げるいずれかの方法により廃棄すること。

イ　焼却炉において焼却すること。

ロ　容器に封入し、又は固型化処理設備においてコンクリートその他の固型化材料により容器に固型化して保管廃棄設備において保管廃棄すること。
第四章　測定の義務等

（測定）

第二十条　法第二十条第一項の規定による測定は、次に定めるところにより行う。

一　放射線の量の測定は、一センチメートル線量当量率又は一センチメートル線量当量について行うこと。ただし、七十マイクロメートル線量当量率が一センチメートル線量当量率の十倍を超えるおそれのある場所又は七十マイクロメートル線量当量が一センチメートル線量当量の十倍を超えるおそれのある場所においては、それぞれ七十マイクロメートル線量当量率又は七十マイクロメートル線量当量について行うこと。

二　放射線の量及び放射性同位元素による汚染の状況の測定は、放射線測定器を用いて行うこと。ただし、放射線測定器を用いて測定することが著しく困難である場合には、計算によつてこれらの値を算出することができる。

三　前号の測定は、次の表の上欄に掲げる項目に応じてそれぞれその下欄に掲げる場所の放射線の量又は放射性同位元素による汚染の状況を知るために最も適した箇所において行うこと。

四　第二号の測定は、作業を開始する前に一回及び作業を開始した後にあつては次に定めるところにより行うこと。

イ　放射線の量の測定（ロ及びハの測定を除く。）並びに作業室、廃棄作業室、汚染検査室及び管理区域の境界における汚染の状況の測定は、一月を超えない期間ごとに一回行うこと。ただし、廃棄物埋設地を設けた廃棄事業所の境界における放射線の量の測定にあつては、全ての廃棄物埋設地を土砂等で覆うまでの間においては一週間を超えない期間ごとに一回行うこと。

ロ　密封された放射性同位元素又は放射線発生装置を固定して取り扱う場所であつて、取扱いの方法及び遮蔽壁その他の遮蔽物の位置が一定しているときの放射線の量の測定（ハの測定を除く。）は、六月を超えない期間ごとに一回行うこと。

ハ　下限数量に千を乗じて得た数量以下の密封された放射性同位元素のみを取り扱うときの放射線の量の測定は、六月を超えない期間ごとに一回行うこと。


(3.7　GBq　以上の密封　RI、固定して放射線発生装置を取扱う場合)

ニ　排気設備の排気口、排水設備の排水口、排気監視設備のある場所及び排水監視設備のある場所における放射性同位元素による汚染の状況の測定は、排気し、又は排水する都度（連続して排気し、又は排水する場合は、連続して）行うこと。
２　法第二十条第二項の放射線の量の測定は、外部被ばくによる線量及び内部被ばく（人体内部に摂取した放射性同位元素からの放射線に被ばくすることをいう。以下同じ。）による線量について、次に定めるところにより行う。

一　外部被ばくによる線量の測定は、次に定めるところにより行うこと。

イ　胸部（女子（妊娠不能と診断された者及び妊娠の意思のない旨を許可届出使用者又は許可廃棄業者に書面で申し出た者を除く。ただし、合理的な理由があるときは、この限りでない。）にあつては腹部）について一センチメートル線量当量及び七十マイクロメートル線量当量（中性子線については、一センチメートル線量当量）を測定すること。

ニ　放射線測定器を用いて測定すること。ただし、放射線測定器を用いて測定することが著しく困難である場合にあつては、計算によつてこれらの値を算出することとする。

ホ　管理区域に立ち入る者について、管理区域に立ち入つている間継続して行うこと。ただし、管理区域に一時的に立ち入る者であつて放射線業務従事者でないものにあつては、その者の管理区域内における外部被ばくによる線量が原子力規制委員会が定める線量を超えるおそれのないときはこの限りでない。

二　内部被ばくによる線量の測定は、原子力規制委員会の定めるところにより、放射性同位元素を誤つて吸入摂取し、又は経口摂取したとき及び作業室その他放射性同位元素を吸入摂取し、又は経口摂取するおそれのある場所に立ち入る者にあつては、三月を超えない期間ごとに一回（本人の申出等により許可届出使用者又は許可廃棄業者が妊娠の事実を知ることとなつた女子にあつては、出産までの間一月を超えない期間ごとに一回）行うこと。ただし、作業室その他放射性同位元素を吸入摂取し、又は経口摂取するおそれのある場所に一時的に立ち入る者であつて放射線業務従事者でないものにあつては、その者の内部被ばくによる線量が原子力規制委員会が定める線量を超えるおそれのないときはこの限りでない。


(100　μSv　を超えるおそれのないときは必要なし)

３　法第二十条第二項の放射性同位元素による汚染の状況の測定は、放射線測定器を用い、次に定めるところにより行う。ただし、放射線測定器を用いて測定することが著しく困難である場合には、計算によつてこの値を算出することができる。

一　手、足その他放射性同位元素によつて汚染されるおそれのある人体部位の表面及び作業衣、履物、保護具その他人体に着用している物の表面であつて放射性同位元素によつて汚染されるおそれのある部分について行うこと。

二　密封されていない放射性同位元素等の使用、詰替え、焼却又はコンクリートその他の固型化材料による固型化を行う放射線施設に立ち入る者について、当該施設から退出するときに行うこと。

　４　法第二十条第三項の原子力規制委員会規則で定める措置は、次のとおりとする。

一　第一項の測定の結果については、測定の都度次の事項について記録し、五年間これを保存すること。

二　外部被ばくによる線量の測定の結果については、四月一日、七月一日、十月一日及び一月一日を始期とする各三月間、四月一日を始期とする一年間並びに本人の申出等により許可届出使用者又は許可廃棄業者が妊娠の事実を知ることとなつた女子にあつては出産までの間毎月一日を始期とする一月間について、当該期間ごとに集計し、集計の都度次の事項について記録すること。

五の二　前号による実効線量の算定の結果、四月一日を始期とする一年間についての実効線量が二十ミリシーベルトを超えた場合は、当該一年間以降は、当該一年間を含む原子力規制委員会が定める期間の累積実効線量（前号により四月一日を始期とする一年間ごとに算定された実効線量の合計をいう。）を当該期間について、毎年度集計し、集計の都度次の項目について記録すること。


当該1年間を含む　5　年間(H13　年　4　月　1　日以後　5　年ごとに区分した各期間)の累積実効線量

六　当該測定の対象者に対し、第二号から前号までの記録の写しを記録の都度交付すること。

七　第二号から第五号の二までの記録（第二十六条第一項第九号ただし書の場合において保存する記録を含む。）を保存すること。ただし、当該記録の対象者が許可届出使用者若しくは許可廃棄業者の従業者でなくなつた場合又は当該記録を五年以上保存した場合において、これを原子力規制委員会が指定する機関に引き渡すときは、この限りでない。

　
被ばくの記録は永久保存する。

（放射線障害予防規程）

第二十一条　法第二十一条第一項の規定による放射線障害予防規程は、次の事項について定めるものとする。

詳しくは本事業所の予防規程を例に後で述べる。
（教育訓練）

第二十一条の二　法第二十二条の規定による教育及び訓練は、次の各号に定めるところによる。

一　管理区域に立ち入る者（第二十二条の三第一項の規定により管理区域でないものとみなされる区域に立ち入る者を含む。）及び取扱等業務に従事する者に、次号から第五号までに定めるところにより、教育及び訓練を行うこと。

二　放射線業務従事者に対する教育及び訓練は、初めて管理区域に立ち入る前及び管理区域に立ち入つた後にあつては前回の教育及び訓練を行つた日の属する年度の翌年度の開始の日から一年以内に行わなければならない。

三　取扱等業務に従事する者であつて、管理区域に立ち入らないものに対する教育及び訓練は、取扱等業務を開始する前及び取扱等業務を開始した後にあつては前回の教育及び訓練を行つた日の属する年度の翌年度の開始の日から一年以内に行わなければならない。

四　前二号に規定する者に対する教育及び訓練は、次に定める項目について施すこと。

イ　放射線の人体に与える影響

ロ　放射性同位元素等又は放射線発生装置の安全取扱い

ハ　放射線障害の防止に関する法令及び放射線障害予防規程

五　前号に規定する者以外の者（第二十二条の三第一項の規定により管理区域でないものとみなされる区域に立ち入る者を含む。）に対する教育及び訓練は、当該者が立ち入る放射線施設において放射線障害が発生することを防止するために必要な事項について施すこと。

３　前二項に定めるもののほか、教育及び訓練の時間数その他教育及び訓練の実施に関し必要な事項は、原子力規制委員会が定める。

（健康診断）

第二十二条　法第二十三条第一項の規定による健康診断は、次の各号に定めるところによる。

一　放射線業務従事者（一時的に管理区域に立ち入る者を除く。）に対し、初めて管理区域に立ち入る前に行うこと。

二　前号の放射線業務従事者については、管理区域に立ち入つた後は一年を超えない期間ごとに行うこと。

三　前号の規定にかかわらず、放射線業務従事者が次の一に該当するときは、遅滞なく、その者につき健康診断を行うこと。

イ　放射性同位元素を誤つて吸入摂取し、又は経口摂取したとき。

ロ　放射性同位元素により表面密度限度を超えて皮膚が汚染され、その汚染を容易に除去することができないとき。

ハ　放射性同位元素により皮膚の創傷面が汚染され、又は汚染されたおそれのあるとき。

ニ　実効線量限度又は等価線量限度を超えて放射線に被ばくし、又は被ばくしたおそれのあるとき。

四　健康診断の方法は、問診及び検査又は検診とする。

五　問診は、次の事項について行うこと。

イ　放射線（一メガ電子ボルト未満のエネルギーを有する電子線及びエックス線を含む。次のロ及び第二十三条第一号において同じ。）の被ばく歴の有無

ロ　被ばく歴を有する者については、作業の場所、内容、期間、線量、放射線障害の有無その他放射線による被ばくの状況

六　検査又は検診は、次の部位及び項目について行うこと。ただし、イからハまでの部位又は項目（第一号に係る健康診断にあつては、イ及びロの部位又は項目を除く。）については、医師が必要と認める場合に限る。

イ　末しよう血液中の血色素量又はヘマトクリット値、赤血球数、白血球数及び白血球百分率

ロ　皮膚

ハ　眼

ニ　その他原子力規制委員会が定める部位及び項目

２　法第二十三条第二項の原子力規制委員会規則で定める措置は、次の各号に定めるとおりとする。

二　健康診断を受けた者に対し、健康診断の都度、前号の記録の写しを交付すること。

三　第一号の記録（第二十六条第一項第九号ただし書の場合において保存する記録を含む。）を保存すること。ただし、健康診断を受けた者が許可届出使用者若しくは許可廃棄業者の従業者でなくなつた場合又は当該記録を五年以上保存した場合において、これを原子力規制委員会が指定する機関に引き渡すときは、この限りでない。

（放射線障害を受けた者又は受けたおそれのある者に対する措置）

第二十三条　許可届出使用者、表示付認証機器使用者、届出販売業者、届出賃貸業者及び許可廃棄業者が法第二十四条の規定により講じなければならない措置は、次の各号に定めるところによる。

一　放射線業務従事者が放射線障害を受け、又は受けたおそれのある場合には、放射線障害又は放射線障害を受けたおそれの程度に応じ、管理区域への立入時間の短縮、立入りの禁止、放射線に被ばくするおそれの少ない業務への配置転換等の措置を講じ、必要な保健指導を行うこと。

二　放射線業務従事者以外の者が放射線障害を受け、又は受けたおそれのある場合には、遅滞なく、医師による診断、必要な保健指導等の適切な措置を講ずること。

（放射線障害の防止に関する記帳）

第二十四条　法第二十五条第一項、第二項又は第三項の規定により許可届出使用者、届出販売業者、届出賃貸業者又は許可廃棄業者が備えるべき帳簿に記載しなければならない事項の細目は、次の各号に定めるところによる。

一　許可届出使用者については、次によるものとする。

イ　受入れ又は払出しに係る放射性同位元素等の種類及び数量

ハ　使用（詰替えを除く。以下この号において同じ。）に係る放射性同位元素の種類及び数量

ト　貯蔵施設における保管に係る放射性同位元素及び放射化物保管設備における保管に係る放射化物の種類及び数量

ヌ　工場又は事業所の外における放射性同位元素等の運搬の年月日、方法及び荷受人又は荷送人の氏名又は名称並びに運搬に従事する者の氏名又は運搬の委託先の氏名若しくは名称

ル　廃棄に係る放射性同位元素等の種類及び数量

ヨ　放射線施設（届出使用者が密封された放射性同位元素の使用又は密封された放射性同位元素若しくは放射性同位元素によつて汚染された物の廃棄をする場合にあつては、管理区域）の点検の実施年月日、点検の結果及びこれに伴う措置の内容並びに点検を行つた者の氏名

タ　放射線施設に立ち入る者に対する教育及び訓練の実施年月日、項目、各項目の時間数（第二十一条の二第一項第二号の規定により初めて管理区域に立ち入る前又は同項第三号の規定により取扱等業務を開始する前に行わなければならない教育及び訓練に限る。）並びに当該教育及び訓練を受けた者の氏名

レ　第二十二条の三第一項に規定する場所において、外部放射線に係る線量、空気中の放射性同位元素の濃度又は放射性同位元素によつて汚染される物の表面の放射性同位元素の密度の確認の方法及び確認をした者の氏名並びに同項の規定により管理区域でないものとみなされる区域に立ち入つた者の氏名

３　法第二十五条第四項の規定による帳簿の保存の期間は、前項に規定する帳簿の閉鎖後五年間とする。ただし、第一項第四号イからニまで及びホ（廃棄物埋設地に係る部分に限る。）に係る帳簿並びに同項第五号に係る帳簿の保存の期間は、それぞれ廃棄の業を廃止するまでの期間及び事業所等から搬出された後五年間とする。

(1) 個人(放射線業務従事者)

1　健康診断の記録　永久保存　
2　被ばく線量の測定記録　永久保存　
3　教育・訓練の記録　1　年ごとに閉鎖、5　年間保存　
(2) 線源　1　年ごとに閉鎖、5　年間保存　


1　RI　の受入れ、保管、使用、運搬、廃棄、払出し保管運搬　


2放射線発生装置の使用



(3)環境　1　年ごとに閉鎖、5　年間保存



1　放射線の量、汚染の状況　


2　排気中、排水中の　RI　濃度　


3　放射線施設の点検及び保守・管理

（譲渡しの制限）

第二十七条　法第二十九条第六号、第七号又は第八号の規定による放射性同位元素の譲渡しは、許可の取消しの日、使用若しくは販売、賃貸若しくは廃棄の業の廃止の日又は死亡、解散若しくは分割の日から三十日以内にしなければならない。

（所持の制限）

第二十八条　法第三十条第六号から第十号までの規定により放射性同位元素を所持することができる期間は、許可の取消しの日、使用若しくは販売、賃貸若しくは廃棄の業の廃止の日又は死亡、解散若しくは分割の日から三十日とする。

（事故等の報告）

第二十八条の三　法第三十一条の二の規定により、許可届出使用者（表示付認証機器使用者を含む。）、届出販売業者、届出賃貸業者及び許可廃棄業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、その旨を直ちに、その状況及びそれに対する処置を十日以内に原子力規制委員会に報告しなければならない。

一　放射性同位元素の盗取又は所在不明が生じたとき。

盗収、所在不明、その他の事故が生じたときは、遅滞なく、警察官又は海上保安官に届出なければならない。

（危険時の措置）

第二十九条　許可届出使用者、表示付認証機器使用者、届出販売業者、届出賃貸業者及び許可廃棄業者並びにこれらの者から運搬を委託された者が法第三十三条第一項の規定により講じなければならない応急の措置は、次の各号に定めるところによる。

一　放射線施設又は放射性輸送物に火災が起こり、又はこれらに延焼するおそれのある場合には、消火又は延焼の防止に努めるとともに直ちにその旨を消防署又は消防法（昭和二十三年法律第百八十六号）第二十四条の規定により市町村長の指定した場所に通報すること。


発見者は、直ちに、警察官又は海上保安官に通報しなければならない。

二　放射線障害を防止するため必要がある場合には、放射線施設の内部にいる者、放射性輸送物の運搬に従事する者又はこれらの付近にいる者に避難するよう警告すること。

三　放射線障害を受けた者又は受けたおそれのある者がいる場合には、速やかに救出し、避難させる等緊急の措置を講ずること。

四　放射性同位元素による汚染が生じた場合には、速やかに、その広がりの防止及び除去を行うこと。

五　放射性同位元素等を他の場所に移す余裕がある場合には、必要に応じてこれを安全な場所に移し、その場所の周囲には、縄を張り、又は標識等を設け、かつ、見張人を付けることにより、関係者以外の者が立ち入ることを禁止すること。

六　その他放射線障害を防止するために必要な措置を講ずること。

放射性同位元素等の規制に関する法令の要点




　　　　　　　　　　　　　　　研究推進機構　放射線研究センター　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




松浦　寛人
放射性同位元素や放射線発生装置を扱う事業所は、これらを使用する前に原子力規制委員会から許可をもらわなければならない。そして、使用開始前に、放射線による汚染や事故を防ぐための規則を記した放射線障害予防規程を届ける必要がある。さらに、はじめて放射線を扱う人に対して行う教育訓練においても、規程の内容について説明することが義務づけられている。
放射線障害予防規程に盛り込まなければならない事項(RI規制法施行規則第二十一条)
一　放射線取扱主任者その他の放射性同位元素等又は放射線発生装置の取扱いの安全管理に従事する者に関する職務及び組織に関すること。
放射線障害予防委員会　第3条
　　主任者及び代理者　　　第4条　
　　主任者の職務　　　　　　　　　　　　　　　第5条
　　放射線管理部　　　　　　　　　　　　　第6条
　　業務従事者　　　　　　　　　　　　　　　　第12条
　　機構長、センター長、業務従事者の遵守事項の遵守事項　　　　第13条　
二　放射線取扱主任者の代理者に関すること。
主任者及び代理者　　　第4条　
三　放射線施設の維持及び管理並びに放射線施設の点検に関すること。
安全管理　(施設責任者、室主任、RI管理者、装置責任者)　　第7条　
巡視、点検　　　　　　　　　　　　　　　　　　第8条　
自主点検及び点検結果の通知等　　第9条
四　放射性同位元素又は放射線発生装置の使用に関すること。
使用の基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第10条
使用方法等の変更　　　　　　　　　　　第11条
管理区域　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第14条
五　放射性同位元素等の受入れ、払出し、保管、運搬又は廃棄に関すること。
放射性同位元素等の受け入れ、払い出し　　　　　　第15条
放射性同位元素等の保管　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第16条
放射性同位元素等の運搬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第17条
放射性同位元素等の廃棄　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第18条
六　放射線の量及び放射性同位元素による汚染の状況の測定並びにその測定の結果についての第二十条第四項各号に掲げる措置に関すること。
七　放射線障害を防止するために必要な教育及び訓練に関すること。
教育及び訓練　　　第21条
八　健康診断に関すること。
健康診断　　　　　　　　　　　　　　　第22条
九　放射線障害を受けた者又は受けたおそれのある者に対する保健上必要な措置に関すること。
放射線障害を受けた者等が生じた場合の措置　　　　　　　第23条
十　法第二十五条に規定する放射線障害の防止に関する記帳及び保存に関すること。
場所の測定・記録・保存　　　　　　　　　　　　第19条
個人被ばく線量の測定、記録、保管　　　第20条
記帳　　　　　　　　第24条
十一　地震、火災その他の災害が起こったときの措置（次号の措置を除く。）に関すること。
地震等による危険時の措置　　　　　　　　　　　　　　第29条
十二　危険時の措置に関すること。
作業時における異常事態への対応　　　　　　　　　　　　　　第26条
十三　放射線障害のおそれがある場合又は放射線障害が発生した場合の情報提供に関すること。
情報提供　　　　　　第30条
十四　第二十九条第一項の応急の措置を講ずるために必要な事項であつて、次に掲げるものに関すること（原子力規制委員会が定める放射性同位元素又は放射線発生装置の使用をする場合に限る。）。
応急の措置　　　　　　第25条
盗取等による事故の処理　　　　　　　　　　　　　　第27条
地震等の災害時における措置　　　　　　　　　　　　　　第28条
十五　放射線障害の防止に関する業務の改善に関すること（特定許可使用者及び許可廃棄業者に限る。）。
　　業務の改善　　　　　第31条
十六　放射線管理の状況の報告に関すること。
　　報告　　　　　　　　第32条
十七　廃棄物埋設地に埋設した埋設廃棄物に含まれる放射能の減衰に応じて放射線障害の防止のために講ずる措置に関すること（廃棄物埋設を行う場合に限る。）。
十八　その他放射線障害の防止に関し必要な事項
趣旨　　　　　　　　第1条
用語の定義　　　　　　　　　　　　　　　第2条
規程変更の届　　　　　　第33条
雑則　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第34条
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放射線取り扱いに関する組織図
障害予防規程細則
　障害予防規程に書かれていない、実際の手続き、書類の様式、各施設それぞれの規則については、障害予防規程細則で述べられている。
放射線管理区域
　放射線を扱う実験は、管理区域で行わなければならない。管理区域に入って実験を行うには、業務従事者として登録されなければならない。
放射線取扱主任者
　放射線取り扱いに関する責任者であり、実験計画、RI購入、RI使用に対して許可を出す権限を持っている。放射性同位元素を扱う実験では、主任者の意見に従わなければならない。
放射線管理部
　管理区域の汚染検査、線量率測定、被ばく管理などの測定と記録を行っている。研究推進機構の教員が担当している。
放射線業務従事者
　放射線管理区域で実験をするためには、放射線業務従事者として、センター長より指定される必要がある。
　指定されるためには、特殊健康診断の受診と教育訓練の受講が必要。
　実験を行う際は、予防規程に定められた規則に従い実験を行う。
　主任者と管理部の意見には従う。
RIを用いた実験を行う手順
　1.　実験者は、放射線業務従事者として登録。
　2.　実験計画書の提出。
　3.　RIの購入又は受け入れ。


　4.　汚染検査
　5.　実験





　6.　汚染検査
　7.　廃棄物処理　　　RIの保管


　8.　実験終了の報告　
